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諮問庁：国税庁長官 

諮問日：平成３０年９月２０日（平成３０年（行情）諮問第４０４号） 

答申日：平成３１年１月１５日（平成３０年度（行情）答申第３８０号） 

事件名：特定税務署が破産管財人の法人税等の無申告を見逃す基準に関する文

書の不開示決定（不存在）に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

「法人税及び消費税の申告義務を負っている破産会社の破産管財人が破

産会社の法人税及び消費税の確定申告をしていない場合，特定税務署は，

どのような基準で破産管財人の無申告を見逃すことにしているかが分かる

文書（最新版）」（以下「本件対象文書」という。）につき，これを保有

していないとして不開示とした決定は，妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，平成３０年６月１８日付け特定記号第

７３号により特定税務署長（以下「特定税務署長」又は「処分庁」とい

う。）が行った不開示決定（以下「原処分」という。）について，その取

消しを求める。 

２ 審査請求の理由 

  本件審査請求の理由は，審査請求書の記載によれば，次のとおりである

（なお，審査請求書に添付された資料の内容は省略する。）。 

（１）審査請求人は，特定税務署長に対し，特定法人破産管財人の特定弁護

士（以下「特定破産管財人」という。）について以下の事情があること

を理由に，特定年月日Ａ付けで処分等の申出をした（以下「本件処分等

の申出」という。） 

ア 特定破産管財人は，①平成２５年５月頃，特定市Ａにあった破産者

の建物を特定金額ａ（うち，買主から受領した消費税は特定金額ｂ）

で売却したり，②同年７月頃，特定市Ｂにあった破産者の建物を特定

金額ｃ（うち，買主から受領した消費税は特定金額ｄ）で売却したり

した。 

それにもかかわらず，特定破産管財人は，消費税の確定申告をして

いない。 

イ 特定破産管財人は，平成２４年８月期及び解散事業年度の確定申告

をしていない。 
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ウ 平成２７年５月２７日付けの財団債権弁済報告書（第３順位の財団

債権）及び平成２７年６月１７日付けの財団債権弁済報告書（第４順

位の財団債権）からすれば，上記アの消費税は全額を納税することが

可能であるし，上記イの法人税及び消費税も半分以上は納税すること

が可能である。 

（２）特定税務署長は，特定年月日Ａ過ぎ頃，本件処分等の申出を受けたに

もかかわらず，特定破産管財人に対し，特定年月日Ｂ時点においても，

特定法人に関する法人税及び消費税の確定申告をさせなかった。 

（３）以上に述べたとおり，特定税務署長は，法人税及び消費税の申告義務

を負っている特定破産管財人が特定法人の法人税及び消費税の確定申告

をしていないことを認識しているにもかかわらず，特定破産管財人の無

申告を見逃しているといえる。 

そのため，特定税務署長は本件対象文書を保有しているといえる。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

 １ 本件開示請求について 

   本件開示請求は，本件対象文書の開示を求めるものである。 

処分庁は，平成３０年６月１８日付け特定記号第７３号により，本件対

象文書は保有しておらず，不開示とする決定（原処分）を行った。 

これに対し審査請求人は，原処分の取消しを求めていることから，以下， 

原処分の妥当性について検討する。 

 ２ 本件対象文書の不存在について 

税務署では，無申告法人に対して，実態に応じて行政指導又は調査（以

下「無申告行政指導等」という。）を実施している。当該事務は，法人課

税事務提要及び国税局から税務署に対する指示文書（以下「法人課税事務

提要等」という。）に基づき実施されているが，法人課税事務提要等に無

申告を見逃すことについての記載はない。 

また，特定税務署においても，法人課税事務提要等に基づき無申告行政

指導等の事務を行っており，無申告を見逃す方針を独自に採用しておらず，

したがって，そのような方針を示す文書も作成されていない。 

なお，破産会社においては，破産管財人が法人税の申告を行うこととな

るが，無申告の場合の事務は，上記と同様である。 

３ 結論 

以上のことから，本件対象文書は，処分庁において作成及び保有の事実

は認められず，行政文書不存在として行った原処分は妥当であると判断す

る。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

   ① 平成３０年９月２０日  諮問の受理 
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   ② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 

   ③ 同年１１月２２日    審議 

   ④ 平成３１年１月１０日  審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 

  本件開示請求は，本件対象文書の開示を求めるものであり，処分庁は，

これを保有していないとして，不開示とする原処分を行った。 

  これに対し，審査請求人は，原処分の取消しを求めているところ，諮問

庁は，原処分を妥当としていることから，以下，本件対象文書の保有の有

無について検討する。 

２ 本件対象文書の保有の有無について 

（１）諮問庁は，上記第３（理由説明書）のとおり，税務署では，破産会社

であるかどうかにかかわらず無申告法人に対しては，法人課税事務提要

等に基づき，無申告行政指導等を行っているが，法人課税事務提要等に

無申告を見逃すことについての記載はない旨説明し，また，特定税務署

においても，法人課税事務提要等に基づき無申告行政指導等を行ってお

り，破産会社の無申告を見逃す方針を独自に採用することとした文書を

作成し保有しているといった事実は認められない旨説明する。 

（２）当審査会において，諮問庁から法人課税事務提要及び特定国税局長が

処分庁を含む管内税務署長宛てに平成２９年７月３日付けで発出した

「平成２９事務年度における法人課税事務実施要領について（指示）」

（以下「本件指示文書」という。）の提示を受けて内容を確認したとこ

ろ，法人課税事務提要は，法人課税事務を運営するため具体的な事務手

続を定めたものであり，本件指示文書は，法人課税事務提要に定められ

た事務手続を行う際の実施要領を定めたものであると認められる。そし

て，それらの中には，無申告行政指導等を実施する場合に関して，「過

去の申告状況や資料情報等の内容を検討した結果，多額の申告漏れが想

定されるなど，調査必要度が高い稼働無申告法人については，行政指導

によらず，実地調査の対象として（中略）進度ある調査を実施する」，

「（前略）各種資料情報等から臨場による実態確認が必要と認められる

場合には，納税義務者であるかどうかの確認及び申告指導を目的とした

行政指導として，実地無申告行政指導を行う」などの記述があることが

認められる。しかしながら，審査請求人が開示を求める破産会社の無申

告を見逃す基準と解される記述は認められない。 

（３）さらに，当審査会事務局職員をして諮問庁に対し，税務署における無

申告行政指導等の実施の状況について改めて確認させたところ，諮問庁

は次のとおり説明する。 

   国税当局では，適正・公平な課税を実現するため，限られた人員等を
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バランスよく配分し，効果的・効率的な事務運営に努めており，税務署

において法人課税事務提要等に基づき無申告行政指導等を実施するに当

たっては，無申告法人に対する税務調査を実施するか否かの判断やどの

ような無申告行政指導を実施するかの判断は，諸般の事情を総合的に検

討した上で実施している。 

（４）以上を踏まえて検討すると，本件対象文書を保有していないとする諮

問庁の説明に特段，不自然，不合理な点はなく，その他，特定税務署が

本件対象文書を保有していると認めるに足りる特段の事情もないことか

ら，特定税務署において本件対象文書を保有しているとは認められない。 

３ 審査請求人のその他の主張について 

  審査請求人のその他の主張は，当審査会の上記判断を左右するものでは

ない。 

４ 本件不開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象文書につき，これを保有していないとして不

開示とした決定については，特定税務署において本件対象文書を保有して

いるとは認められず，妥当であると判断した。 

（第４部会） 

  委員 山名 学，委員 常岡孝好，委員 中曽根玲子   

 

 

 


